
廃棄物の処理及び清掃に関する法律
(廃棄物処理法、廃掃法)

実務者向



略 称 廃掃法、廃棄物処理法

正式名称 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

所轄官庁 環境省

制定年月 1970年12月

目 的

法第1条

①廃棄物の排出を抑制し、及び
②廃棄物の適正な分別、保管、収集、運搬、

再生、処分等の処理をし、並びに
③生活環境を清潔にすることにより、生活環境

の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目
的とする。

廃掃法とは



廃棄物処理法の位置付け



法令・条例 概要

資源有効利用促進法
循環型社会を形成していくために必要な3Ｒの取り組みを総合的に推進するため
の法律。①再生資源のリサイクル ②リサイクル容易な構造、材質等の工夫 ③
分別回収のための表示 ④副産物の有効利用

家電リサイクル法
家電４品目（エアコン、テレビ、冷蔵庫、洗濯機、衣類乾燥機）の収集・運搬・
再資源化に関し廃棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図ること
を規定した法律。

小型家電リサイクル法
デジタルカメラやゲーム機等の使用済小型電子機器等の再資源化を促進し、廃
棄物の適正な処理及び資源の有効な利用の確保を図る法律。

フロン排出抑制法 フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律。

食品リサイクル法
食品の製造・加工等行う食品関連事業者に、食品廃棄物の発生抑制と減量
化を促し、食品循環資源の再生利用等を促進するために規定された法律。

PCB特別措置法
PCB廃棄物の保管、処分等に必要な規制等を行うとともに、処理に必要な体制
を速やかに整備することを目的とした法律。

化学物質排出把握管理促
進法（化管法）

化学物質の管理の改善を促進し、化学物質による環境の保全上の支障を未然
に防止することを目的した法律。
２つの制度･･･ＰＲＴＲ制度、ＳＤＳ制度

（愛知県）廃棄物の適正な処理の促進に関する条例

豊田市産業廃棄物の適正な処理の促進等に関する条例

廃棄物処理法に関連する環境法令



OA古紙 シュレッダー紙 ダンボール

廃棄物の分類



処理計画書 産業廃棄物の発生量が前年度1,000ton以上の場合

状況報告書 前年度に産業廃棄物処理計画書を提出した場合

搬入届出書 豊田市外から市内に搬入する場合

変更届出書 豊田市外から市内に搬入する届出をした後に変更する場合

実績届出書 前年度に届け出た搬入数量に対する実際の搬入数量報告

対象となる事業所の届出、報告書の提出義務

名称 産廃品目

蛍光灯
小型家電

廃プラスチック類
金属くず
ガラスくず

電球
体温計

金属くず
ガラスくず

電池
汚泥
金属くず

バッテリー
廃酸
廃プラスチック類
金属くず

【代表的な混合物】



特別な基準を要する廃棄物

特別管理産業廃棄物の種類

燃焼性の廃油
燃えやすい廃油（ガソリン、灯油、軽油、シンナー、トルエン、キシレンな
ど） ※引火点が70℃未満の廃油）

腐食性の廃酸、廃アルカリ PH値が2.0以下の廃酸、12.5以上の廃アルカリ

感染性産業廃棄物 感染のおそれのある廃棄物

特定有害
産業廃棄物

PCB廃棄物 PCBを含有、又は付着している廃棄物など

廃石綿等 石綿が飛散するおそれのある廃棄物（吹き付け石綿の除去物など）

廃水銀等 特定施設から排出される廃水銀又は廃水銀化合物など

有害金属等
を含む

特定施設で生じた、基準値を超える有害物質を含む汚泥、廃酸、廃ア
ルカリ、廃油、ばいじんなど

処理計画書 発生量が前年度50ton以上の場合

状況報告書 前年度に特別管理産業廃棄物処理計画書を提出した場合

設置届出書 発生する事業場を設置したとき ※特別管理産業廃棄物管理責任者の選任

変更届出書 発生する事業場に係る変更をしたとき

廃止届出書 発生する事業場を廃止したとき

対象となる事業所の届出、報告書の提出義務



PCBに関する情報サイト（環境省）

PCB廃棄物の保管事業者は、毎年度、PCBの保管及び処分状況等届出をすること。

対象となる事業所の届出、報告書の提出義務



排出事業者の責務の概略



■廃棄物処理法第３条第１項

事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正
に処理しなければならない

■廃棄物処理法第１１条第１項

事業者は、その産業廃棄物を自ら処理しなければならない

■廃棄物処理法第１２条第７項

委託した事業者は、その処理の状況を確認するとともに発生から最終処分
が終了するまでの一連の処理の行程が適正に行われるための必要な措置を
講ずる努めがある

自ら処理できない場合は、産業廃棄物処理業の許可を持つ業者へ委託できる。

処理を委託した場合でも、産廃物が適正処理されたか確認する責任がある。
⇒確認方法としてはマニフェストでの終了報告や現地での処理状況確認

廃棄物処理に関わる事業者責任



１）周囲に囲いを設置し、法定要件を記載した掲示板を見やすい場所に
設置する

２）飛散･流出･地下浸透･悪臭予防のため

・排水溝の設置、底面を不浸透性の材料で覆うなどの措置をする

・屋外で容器を用いず保管する場合、法定積上げ高さの上限を超えない

３）ねずみ･ハエ･蚊その他の害虫発生の防止をする 等

※掲示板の要件

①大きさ… 縦、横それぞれ60cm以上

②表示事項…産廃の保管場所であることの記載

■保管する産廃の種類
■保管場所の管理者の氏名･連絡先
■保管の高さ
（屋外で容器を用いず保管する場合）

掲示板の例

上記の内容については、指名された産業廃棄物の管理責任者が行う。

保管方法の例

産業廃棄物保管基準（普通の産業廃棄物）



水銀使用製品産業廃棄物 ※特に重要な産廃物

【主な製品】 ・水銀体温計
・水銀血圧計

■廃棄物保管場所の掲示板

⇒産業廃棄物の種類欄に「水銀使用製品産業廃棄物」を記載すること。

■保管方法

⇒他の物と混合するおそれのないように仕切りを設ける等の措置をとること。

※意図せず割れてしまったものについては、密閉容器に入れて保管する。
＜その他注意する点＞
・人や台車などが往来する場所には置かない。
・重ならないようにしたり、緩衝材を設置するなど。
・専用の容器に入れる。（密閉できる容器が望ましい）

■処理の委託

⇒水銀使用製品産業廃棄物」の収集運搬又は処分の許可を受けた事業者に
委託すること。

【必要な措置】

電極部にセロテープ等を貼りつけ、絶縁する



１）周囲に囲いを設置･･･
２）飛散･流出･地下浸透･・・
３）ねずみ･ハエ･蚊その他の害虫発生・・・

１）～３）は普通の産業廃棄物保管基準と同じ

４）仕切を設けるなど、他の物が混入する
おそれのないように必要な措置をする

廃油、PCB汚染物、
PCB処理物

・容器に入れて密封する等、廃油、ポリ塩化ビフェニルの揮発
の防止のために必要な措置

・高温にさらされないために必要な措置

廃酸、廃アルカリ ・容器に入れて密封する等、腐食を防止するために必要な措置

PCB汚染物、PCB処
理物

・腐食の防止のために必要な措置

廃石綿等 ・梱包する等、飛散の防止のために必要な措置

腐敗するおそれのある
もの

・容器に入れて密封する等、腐敗の防止のために必要な措置

掲示板の例
保管方法の例

産業廃棄物保管基準（特別管理産業廃棄物）



【運搬車への表示】
①産業廃棄物の収集又は運搬の用に供する運搬車である旨

②氏名又は名称

③許可番号（下６桁）

①産業廃棄物収集運搬業の許可書（写し）

②電子マニフェストの加入証（写し）

③以下の事項を記載した書面（電子情報でも可）

・運搬する産業廃棄物の種類および数量

・その運搬を委託した者の氏名または名称

【運搬車への書面備え付け（携帯）】

表示，書類携帯を行わなかった場合、廃棄物処理法違反と
なり、行政命令の対象になります。

産業廃棄物の収集又は運搬する場合、運搬車の車体の両側面に表示及び書類の
備え付け（携帯）を行わなければなりません。

産業廃棄物運搬車への表示及び書類の備え付け



排出事業者は産廃を自ら処理しなければならないが（排出事業者責任）

処理を委託することもでき、その場合には「委託基準」を順守する

【主な委託基準】

①委託する業者が産業廃棄物処理業の許可（有効期限内）を有する

②委託する業者の許可の範囲に、委託する産廃の処理が含まれている

③委託契約は書面で行う

④委託契約書及び関連書面は、契約終了日から5年間保存

⑤産廃の収集運搬委託は、収集運搬業の許可を有する者と、
再生を含む中間処理、又は最終処分の委託は、
処分業の許可を有する者とそれぞれ二者間で
契約し、契約終了日から5年間保存する

運搬業者、処分業者と委託契約を締結していないと排出す
ることはできない。

収集運搬業者、処分業者への委託基準



Waste Data Sheet（廃棄物データシート）の略。

排出事業者が、廃棄物処理業者に提供すべき廃棄物特有の情報のこと。

（処理業者と協議の上、廃棄物サンプルや発生工程図、SDSを用いても良い。）

ＷＤＳは、契約時に提供し、契約書に添付するものであるが
新規処理の見積り時にあらかじめ処理業者へＷDSを提供することが望ましい。

排出事業者

処理業者

ＷＤＳによる
廃棄物情報の提供
（ＳＤＳ、サンプル等）

ＷＤＳ情報をもとに
適切に処理

作成日　　　　　　　年　　　月　　　日平成　　　年　　　月　　　日
1 排出事業者 名称 所属

所在地 〒 担当者 ＴＥＬ
ＦＡＸ

2 廃棄物の名称

3 廃棄物の 　MSDSがある場合、CAS No.
組成・成分情報 主成分

他
　（比率が高いと

 　思われる順に

   記載）

□　分析表添付 ・成分名と混合比率を書いて下さい。　ばらつきがある場合は範囲で構いません。
(組成） ・商品名ではなく物質名を書いて下さい。重要と思われる微量物質も記入して下さい。

4 廃棄物の種類 □汚泥 □廃油 □廃酸 □廃アルカリ
□産業廃棄物 □その他（ ）

※ 廃棄物が以下のいずれかに該当する場合
□石綿含有産業廃棄物 □水銀使用製品産業廃棄物 □水銀含有ばいじん等

□特別管理 □引火性廃油 □強アルカリ（有害） □指定下水汚泥 □廃酸（有害）
　産業廃棄物 □引火性廃油（有害） □感染性廃棄物 □鉱さい（有害） □廃アルカリ（有害）

□強酸 □PCB等 □燃えがら（有害） □ばいじん（有害）
□強酸（有害） □廃水銀等 □廃油（有害） □13号廃棄物(有害)
□強アルカリ □廃石綿等 □汚泥（有害）

廃棄物データシート（ＷＤＳ）

廃棄物データシート（WDS）



電子マニフェストの交付（JWNET）

交付義務 処理受託者（収集･処分）に引き渡す際に、マニフェストを正しく交付すること。

措置義務
処理終了報告が期限内にない場合、適切な措置を講ずること。

期限･･･運搬/中間処分は90日以内（特管物は60日以内）、最終処分は180日以内

マニフェストを発行する者（登録担当者）が行うこととして



現地確認義務

■処理委託先の実地確認

排出事業者は、委託先の運搬業者または処分業者が委託する産業廃棄物を
処理する能力があるか、適正な処理を行っているか確認しなければなりません。

（確認頻度：少なくとも年1回）

■記録の保存義務

確認した結果は記録（テェックシート等）して、5年間保存すること。

【確認事項の例】
○ 許可の内容と業者の実態は一致しているか。
○ 委託先の処理施設の規模や能力は委託内容に比べて十分か。
○ 処理施設や積替保管の場所は清掃が行き届いているか。
○ 受け入れた廃棄物の管理は適切か、過剰に保管されていないか。
○ 処理施設の周辺の環境に配慮をしているか。

確認の際には、現地の写真を撮影することをお勧めします。
・許可看板 ・工場全体の写真 ・中間処理設備 ・保管されている廃棄物等



（1）XがZに運搬費を支払っており、運搬費が譲渡代金よりも高い場合

上記（１）の場合、有価物ではなく産廃物となるため、マニフェストの発行が必要となる。
※マニフェストを発行するためには、委託契約（収集運搬・処分）の締結が必要

15,000円

-50円

廃棄物の取り扱いで間違えやすいケース①



（2）XがYに無償で、使用済み品を譲渡した場合

上記（２）の場合、「0円は有償売却ではない」つまり産廃物だと判断される可能性が
あるため、マニフェストの発行が必要となる。
※マニフェストを発行するためには、委託契約（収集運搬・処分）の締結が必要

【よくある問題】
・見積書を取り交わしていない

・見積書を取り交わししていても
金額が０円だから、マニフェスト
を発行していない

廃棄物の取り扱いで間違えやすいケース②



・軽量化、小型化、耐久性
・歩留まり向上
・工程内不良低減
・梱包材削減

・樹脂材粉砕⇒再使用
・フレコン⇒再使用
・中古部品の再使用

・リサイクルし易い材料
・易解体性のある設計
・通い箱⇒パレット
・端材の再利用
・リサイクル材の再利用

廃棄物発生量と処理費用の削減（３Ｒ）



別紙参考資料

■廃棄物処理法で定められた設置許可を必要とする施設

処理業者でも排出事業者でも以下の施設を設置する場合は設置許可を受けな
ければなりません。

処理施設の分類 規模

汚泥の脱水施設
・処理能力が10㎥/日を超える（都道府県知事）
・処理能力が10㎥/日を超えない（政令市長）

廃油の油水分離施設
・処理能力が10㎥/日を超える（都道府県知事）
・処理能力が10㎥/日を超えない（政令市長）

廃プラスチック類の破砕施設
・処理能力が5ton/日を超える（都道府県知事）
・処理能力が5ton/日を超えない（政令市長）

※他に、「乾燥施設」「焼却施設」「中和施設」「分解施設」などがある。


